
総務企画委員会会議記録

総務企画委員長 麻生 栄作

１ 日 時

平成２９年３月２３日（木） 午後１時００分から

午後３時４７分まで

２ 場 所

第４委員会室

３ 出席した委員の氏名

麻生栄作、志村学、木田昇、藤田正道、戸高賢史、桑原宏史

４ 欠席した委員の氏名

大友栄二

５ 出席した委員外議員の氏名

な し

６ 出席した執行部関係の職・氏名

総務部長 島田勝則、企画振興部長 廣瀬祐宏、会計管理者 小石英毅、

議会事務局長 阿部邦和、人事委員会事務局長 酒井薫、

監査事務局長 宮﨑淳一 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第１号議案のうち本委員会関係部分、第２号議案、第１１号議案及び第１６号議案から

第２１号議案までについては、可決すべきものといずれも全会一致をもって決定した。

（２）請願２６については、可決すべきものと福祉保健生活環境委員会に回答することを全会

一致をもって決定した。

（３）国民文化祭について、九州の東の玄関口としての拠点化戦略について及び大分県税条例

の一部を改正する条例案について、執行部から報告を受けた。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 課長補佐（総括） 井上薫

政策調査課政策法務班 副主幹 礒﨑香織



総務企画委員会次第

日時：平成２９年３月２３日（木）１３：００～

場所：第４委員会室

１ 開 会

２ 会計管理局、議会事務局、人事委員会事務局及び監査事務局関係

１３：００～１３：３０

（１）付託案件の審査

第 １号議案 平成２９年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

第 １１号議案 平成２９年度大分県用品調達特別会計予算

（２）その他

３ 企画振興部関係 １３：３０～１５：００

（１）合議案件の審査

請 願 ２６ 精神障害者に対する公共交通機関の運賃割引の適用を求める意見

書の提出について

（２）付託案件の審査

第 １号議案 平成２９年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

第 ２１号議案 公立大学法人大分県立芸術文化短期大学が徴収する料金の上限の

変更の認可について

（３）諸般の報告

①国民文化祭について

②九州の東の玄関口としての拠点化戦略ついて

４ 総務部関係 １４：５０～１６：３０

（１）付託案件の審査

第 １号議案 平成２９年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

第 ２号議案 平成２９年度大分県公債管理特別会計予算

第 １６号議案 包括外部監査契約の締結について

第 １７号議案 職員の休日休暇及び勤務時間等に関する条例等の一部改正につい

て

第 １８号議案 職員の育児休業等に関する条例等の一部改正について

第 １９号議案 大分県使用料及び手数料条例の一部改正について

第 ２０号議案 大分県税条例等の一部改正について

（２）諸般の報告

①大分県税条例等の一部を改正する条例案について

（３）その他



５ 協議事項 １６：３０～１６：４０

（１）その他

６ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果
麻生委員長 ただいまから、総務企画委員会

を開きます。本日は、予算特別委員会分科会

も併せて行います。

本日審査いただく案件は、今回付託を受け

ました議案９件及び福祉保健生活環境委員会

から合議のありました請願１件であります。

この際、案件全部を一括議題とし、会計管

理局、議会事務局、人事委員会事務局及び監

査事務局関係の審査に入ります。

まず、第１号議案平成２９年度大分県一般

会計予算のうち本委員会関係部分について、

会計管理局から順次、説明を求めます。

小石会計管理局長 会計管理局の予算のうち、

歳出の主なものについて、御説明いたします。

平成２９年度予算に関する説明書の１２１ペ

ージをお開き願います。

第２款第１項総務管理費第１目一般管理費

６５億６,２３９万４千円のうち、事業名欄

の１番上、給与費６１億３,０７４万３千円

ですが、そのうち会計管理局は、右端の説明

欄の下２つにあります、会計課職員２９人及

び用度管財課職員３９人の合計６８人分、

５億１,２７１万５千円となっております。

次に、１２７ページをお開きください。

第６目会計管理費８,６４６万２千円のう

ち、事業名欄の会計課の会計管理費２,５９

２万２千円は、公金の収納データを作成する

ための委託料及び非常勤職員経費等の管理運

営費であります。

事業名欄一番下の物品等電子入札システム

導入事業費１,１１８万４千円は、県が行う

入札等について、手続ミスの防止や事務の負

担軽減を図るとともに、入札における競争性

を確保することを目的に、来年度導入する電

子入札システムの構築に係る経費であります。

次のページを御覧ください。

事業名欄一番上の会計管理費４,９３５万

６千円は、大分県収入証紙印刷経費等の用度

事業費及び公用車の任意保険料や燃料費等の

管理車維持事業費であります。

次に、同じページの一番下にあります第７

目財産管理費６億７,６２６万２千円ですが、

そのうち用度管財課分の主なものは、下の１

２９ページの事業名欄の一番上県庁舎管理費

２億１,２７８万６千円であります。

これは、県庁舎本館及び新館の清掃等委託

料及び光熱水費等の管理運営費であります。

次に、１３１ページをお開きください。

県庁舎別館管理費３,３７９万８千円は、

県庁舎別館の清掃等委託料及び光熱水費等の

管理運営費であります。

阿部議会事務局長 議会事務局関係について

御説明申し上げます。同じく予算説明書の１

１７ページをお開き願います。

第１款第１項議会費の当初予算額は、右肩

にございますように１１億６,９２９万８千

円でございます。

その内訳ですが、表の一番左の目欄の第１

目の議会費は８億７,９１０万４千円でござ

います。

主な内訳ですが、中ほどの事業名欄の一番

上にあります議員報酬手当等６億３,２４３

万６千円は、議員４３名分の報酬等でござい

ます。

その下、議会運営費２億４,６６６万８千

円でございますが、その主なものは、表の一

番右側の説明欄の上から２番目にあります、

政務活動費交付金１億５,４８０万円、その

３つ下、全国都道府県議会議長会負担金５０

８万５千円などでございます。

次に１１８ページをお開き願います。

表の一番左の目欄の一番下、第２目事務局

費は２億９，０１９万４千円でございます。

その内訳ですが、表の中ほどの事業名欄に

あります、給与費２億４,７０５万４千円は、

事務局職員２９名分の給料等でございます。

次の１１９ページを御覧ください。

事業名欄の事務局運営費４，３１４万円は、
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嘱託及び臨時職員８名分の人件費や会議録作

成経費などとなっております。

なお、会議録の作成については、来年度か

ら速記による記録を廃止して録音反訳で行う

こととしております。これにより経費の節減

と県内業者の参入が可能となります。

酒井人事委員会事務局長 人事委員会関係に

ついて御説明申し上げます。平成２９年度予

算に関する説明書の１８１ページを御覧くだ

さい。

第２款第８項人事委員会費の予算額は、欄

外の右上に記載しておりますとおり総額で１

億４，７９７万円でございます。

このうち、第１目の委員会費は７５８万８

千円でございます。

その内訳は、中ほどの事業名欄にございま

すが、委員報酬６７８万円は、人事委員３名

分の報酬でございます。

その下の委員会運営費８０万８千円は、全

国人事委員会連合会負担金、九州地方人事委

員会協議会負担金及び人事委員会の開催、各

種会議への出席等、委員会運営に要する経費

でございます。

次に、第２目の事務局費は１億４，３８万

２千円でございます。

その内訳は、中ほどの事業名欄にございま

すが、給与費１億２，２０１万８千円は、事

務局職員１５人分の給与でございます。

その下の事務局運営費３４５万１千円は、

各種会議への出席に係る旅費や図書、文具等

の購入費など、事務局の運営・管理に要する

経費でございます。

任用関係事業費１，３３５万１千円は、職

員募集、採用試験の実施等に要する経費でご

ざいます。

次のページの給与関係事業費１２３万３千

円は、県職員の給与等に関する報告及び勧告

等に要する経費でございます。

最後に、審査関係事業費３２万９千円は、

県職員及び公平委員会の事務を受託している

町村等の職員からの勤務条件に関する措置要

求及び不利益処分についての審査請求に対す

る審査、判定等に要する経費でございます。

宮﨑監査事務局長 監査事務局関係につきま

して、御説明申し上げます。平成２９年度予

算に関する説明書の１８３ページをお開きく

ださい。

監査事務局関係の予算第９項監査委員費は、

右肩にありますように２億１，１６１万６千

円となっております。

その内、まず、第１目委員費につきまして

は、１，９６２万８千円となっておりまして、

その内訳につきましては、中ほどの事業名欄

の給与費１，２５４万７千円は常勤監査委員

１人分の給料等、その下の委員報酬５６４万

円は非常勤監査委員３人分の報酬、更にその

下の監査経費１４４万１千円は監査委員の監

査の際の旅費等でございます。

次に、同じページの一番下の欄にあります

第２目事務局費は、１億９，１９８万８千円

となっております。

その内訳につきましては、次のページをお

開きください。

中ほどの事業名欄一番上の給与費１億８，

１４５万９千円は事務局職員２０人分の給料

等であります。

その下の事務局運営費１，０５２万９千円

は、監査の実施に伴う旅費、需用費などの経

費でございます。

麻生委員長 以上で説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。

桑原委員 会計管理局の県庁舎管理費の中の

使用料及賃借料の中にある県庁舎新館５階の

建物使用料、これ何ですか。

清末用度管財課長 これは企業局の所管部分

がございまして、そこに使用料を支払ってい

るということです。

麻生委員長 ほかに御質疑もないようであり

ますので、これで質疑を終わります。

なお、本案の採決は、総務部関係の審査の

際に一括して行います。

次に、第１１号議案平成２９年度大分県用

品調達特別会計予算について、執行部の説明

を求めます。
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小石会計管理局長 平成２９年度予算に関す

る説明書の５９３ページをお開き願います。

用品調達特別会計予算について、御説明いた

します。

この特別会計は、県の機関で使用する消耗

品や備品の調達事務を用度管財課において一

元的に行うために設けているものでございま

す。

予算額は、歳入、歳出とも総額で１６億７

５０万円となっています。前年度より１億２

千万円ほど減額となっていますが、これは、

主に、高額機器導入の見込みが減ったこと等

による備品購入費の減によるものです。

次の５９４ページを御覧ください。

歳入の第１款用品調達費、第１項用品収入

第１目用品収入は、本庁各課や地方機関など

の一般会計からの収入が１６億６００万円と

なっております。

これは、関係課からの要求に基づき、印刷

物や消耗品、備品などを購入するための経費

でございます。

なお、次の５９５ページの歳出の額と同額

となっています。

また、その上の第１目用品総務費１５０万

円は、平成２８年度の決算剰余金見込みを一

般会計に繰り出すものであります。

麻生委員長 以上で説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。

それでは、私の方から。

商工労働部が地場産業とか中小企業に対す

るいわゆる調達目標額とか率とか設定してい

ますよね。今年度の実績がどうで、来年度予

算について特に上乗せ目標を作ったかどうか

とかいうのがあれば、ちょっとその辺説明し

ていただければと思います。

清末用度管財課長 県内企業の受注の状況で

ございます。

平成２８年度の２月末現在では、件数です

と、１，１４７件の全体で８２．８％です。

県内の受注金額になりますと、１０億８，６

４７万８，２２１円、８２．９％になります。

それから、中小企業への調達でございます

が、これは県内、県外も合わせた中小企業で

申しますと、２８年度２月末現在で件数です

と１，１９８件、８６．５％、受注金額です

と１０億８，９７０万９，１０１円、８３．

１％になります。

小石会計管理局長 今、目標といいますか、

めどはどうかというお尋ねでございますが、

基本的に今の数字を次にどれぐらいしましょ

うというのはございませんけれども、県内の

企業に配慮するような形でしております。

基本的には、一般競争入札におきましても、

可能な範囲で県内企業であることを入札参加

条件に加えるとかいう形で、そういう対応を

しております。

麻生委員長 ありがとうございます。今伺っ

て、県外の中小企業が頑張って大分に入って

きているのもあるという認識をいたしました

し、また、昨日、商工労働部の産業活力創造

戦略２０１７の中で、いろんな企業の声とい

うのも出ておりますので、そういった中で、

地場が頑張れるような工夫だとか、その辺は

また発注者側がなかなか難しいところはある

のかもしれませんが、地場が頑張ってもらえ

るような情報提供はしっかりやっていただけ

ればと思います。

私からは以上です。

ほかにございませんでしょうか。よろしい

ですか。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 ほかに御質疑もないようであり

ますので、これより採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

麻生委員長 御異議がないので、本案は原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

以上で付託案件の審査を終わります。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 それでは私からお礼を申し上げ

たいと思います。

〔委員長挨拶〕
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〔宮﨑監査事務局長挨拶〕

麻生委員長 以上で、会計管理局、議会事務

局、人事委員会事務局及び監査事務局関係の

審査を終わります。

執行部の皆さんは、お疲れさまでした。

〔会計管理局、議会事務局、人事委員会

事務局及び監査事務局退室、企画振興

部入室〕

麻生委員長 これより、企画振興部関係の審

査に入ります。

まず、福祉保健生活環境委員会から合議の

ありました請願２６精神障害者に対する公共

交通機関の運賃割引の適用を求める意見書の

提出について、執行部の説明を求めます。

土田交通政策課長 お手元の緑色の請願文書

表の１ページをお開きください。

障がい者に対する公共交通機関の運賃割引

は、バス及び鉄道については、事業者の自主

的判断により、身体障がい者及び知的障がい

者に適用されてきましたが、精神障がい者へ

の運賃割引については、県内では適用する事

業者はない状況です。

こうした中、バス運賃については、バス協

会において、３０年４月の導入に向け検討が

始まったところです。

この検討を、福祉保健部と連携しながら注

視してまいります。

麻生委員長 以上で説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 ほかに御質疑もないようであり

ますので、これより採決いたします。

本請願は、採択すべきものと福祉保健生活

環境委員会に回答することに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

麻生委員長 御異議がないので、本請願は採

択すべきものと福祉保健生活環境委員会に回

答することに決定いたしました。

なお、この案件に関しましては、バス事業

者さん等々が、このシステムを構築するに当

たってのいろいろな課題、ハードルが高いと

伺っておりますので、是非、しっかりとサポ

ートしていただくことを要望しておきたいと

思います。

続いて、付託案件の審査に入ります。

まず、第１号議案平成２９年度大分県一般

会計予算のうち本委員会関係部分について、

執行部の説明を求めます。

廣瀬企画振興部長 それでは、第１号議案平

成２９年度大分県一般会計予算のうち企画振

興部関係について、御説明申し上げます。

お手元の平成２９年度企画振興部予算概要

の３ページをお開きください。

（１）一般会計の左側、企画振興部①の計

の欄に記載していますように、当部の２９年

度当初予算額の総額は、７１億２，８７７万

９千円でございます。

その行の右端の前年度対比の欄でございま

すが、２８年度当初予算額と比べて１３億１,

３０２万９千円の増、率にして２２．６％の

増となっております。

これは、県立芸術文化短期大学の施設整備

約３．５億円増や、国民文化祭の開催準備約

１．９億円増、それから、ラグビーワールド

カップ２０１９の開催準備約４．５億円増な

どによるものです。

なお、先日の予算特別委員会で御説明した

事業につきましては、本委員会での説明は省

略させていただきます。

それ以外の事業につきまして、各所属長か

ら説明いたしますので、よろしくお願いしま

す。

磯田政策企画課長 それでは、政策企画課関

係の主なものについて御説明いたします。

予算概要の９ページをお開きください。

事業名欄の上から２番目、おおいたＡＳＥ

ＡＮ交流促進事業費３４４万５千円でござい

ます。

これは、独立行政法人国際交流基金が、東

南アジアとの関係強化を目的として実施する

日本語パートナーズ事業のうち、政府関係機
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関の地方移転の一環として、本県への移転が

決定している研修に対し、大分県ならではの

研修の提案・実施支援を行うとともに、移転

を契機としたＡＳＥＡＮ地域との交流拠点の

構築に向けたシンポジウムの開催等を行うも

のでございます。

なお、２９年度における研修につきまして

は、①ＡＳＥＡＮ諸国の日本語教師のアシス

タントとして派遣する日本人ボランティアの

派遣前研修を１回、これを平成３０年春頃を

予定しており、８０人規模でございます。②

現地の日本語教師を招へいするカウンターパ

ート研修を３回、これは１回あたり５日間程

度で３０人規模、これを５回、合計１５０人

となります。詳細については、立命館アジア

太平洋大学など関係機関と連携した研修の実

施に向け、実施主体である独立行政法人国際

交流基金と協議を進めております。

高橋まち・ひと・しごと創生推進室長 続き

まして、まち・ひと・しごと創生推進室関係

の主なものについて御説明いたします。

１０ページをお開きください。

事業名欄の２番目、まち・ひと・しごと創

生大分県総合戦略推進事業費１，０６７万円

でございます。

これは、本県の地方創生を推進するため、

大分県まち・ひと・しごと創生本部会議など

を開催するほか、市町村と連携したモデル事

業を実施するものです。平成２９年度のモデ

ル事業は生涯活躍のまち、いわゆる日本版Ｃ

ＣＲＣの推進に向け、市町村や学識経験者、

金融機関等で構成する推進協議会を設置する

とともに、東京でアクティブシニアを対象と

したセミナーを開催する予定です。

堀国際政策課長 国際政策課関係の主なもの

について御説明いたします。１９ページをお

開きください。

事業名欄の上から２番目、海外戦略加速化

事業費１,８１６万２千円でございます。

これは、海外の成長を取り込み、本県産業

の活性化を図るため、海外戦略に基づき部局

間連携の下、施策を推進していくものでござ

います。

具体的には、台湾において県産品と観光、

ものづくり産業の一体的なプロモーションを

実施するとともに、香港での大分フェアやベ

トナムでのＰＲ事業、アジアビジネス研究会

の開催などにより、県内企業の海外展開を推

進します。

また、県内大学と連携して留学生誘致を図

るため、ベトナムでの日本留学フェアに出展

することとしています。

高屋広報広聴課長 続きまして、広報広聴課

関係の主なものについて御説明いたします。

２６ページをお開きください。

事業名欄の一番上、広報活動費２億１，４

７６万５千円でございます。

これは、県政テレビ番組やラジオ番組の放

送、各新聞への県政だよりの掲載、県政広報

誌新時代おおいたの発行など、県の取組・お

知らせを広く県民の皆様に知っていただくた

め、県政広報に要する経費でございます。

塩月統計調査課長 続きまして、統計調査課

関係の主なものについて御説明いたします。

３２ページをお開きください。

委託統計費１億１，９１７万５千円でござ

います。

これは、総務省、経済産業省など国の関係

省から委託されて行う統計法に基づく基幹統

計調査の実施等に要する経費で、財源は全額

国庫支出金でございます。２９年度は、毎年

実施する家計調査などの経常調査に加え、５

年ごとに行われる大規模周期調査として、国

民の就業及び不就業の状況を調査し、全国及

び地域別の就業構造に関する基礎資料を得る

ための平成２９年就業構造基本調査を実施し

ます。

次に、その下３３ページを御覧ください。

県単統計費２６２万２千円でございます。

これは、県経済の現状を把握するための景

気動向指数や県民経済計算など、県独自で行

う調査や分析などに要する経費でございます。

佐藤芸術文化振興課長 続きまして、芸術文

化振興課関係の主なものについて御説明いた
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します。４０ページをお開きください。

事業名欄の一番上、芸術文化ゾーン拠点創

出事業費８，５００万円でございます。

これは、県立美術館で開催する企画展や芸

術文化ゾーンにおけるアートイベント等を実

施する公益財団法人大分県芸術文化スポーツ

振興財団を支援するものです。

次に、その下、美術品等収集事業費９，７

００万円でございます。

これは、美術品取得基金の美術品の一部を

一般会計で買い戻すことにより、基金の現金

残高を増額し、美術品の取得に機動的に対応

できるようにするものです。

中村国際スポーツ誘致・推進室長 続きまし

て、国際スポーツ誘致・推進室関係の主なも

のについて御説明します。

４２ページをお開きください。事業名欄の

一番上、おおいたスポーツ成長産業化モデル

事業費１，８１７万１千円でございます。

この事業は、スポーツに触れる・親しむ文

化の定着を図るため、大分銀行ドームでのサ

ッカーやラグビーの試合をモデルに、観客の

ニーズや動向の調査、スタジアムＷｉ－Ｆｉ

の実証実験等を行い、観客の満足度向上に向

けた取組の研究を行うものです。

阿部観光・地域振興課長 続きまして、観

光・地域振興課関係の主なものについて御説

明いたします。

５０ページをお開きください。

事業名欄の一番上、観光地域磨き推進事業

費４，４８１万２千円でございます。

これは、観光客の長期滞在と消費拡大を促

すため、食やナショナルパーク、クルーズな

どの素材を活用した旅行商品づくり等を行う

とともに、国民文化祭やラグビーワールドカ

ップ大分開催を見据え、外国人観光客向け通

訳サービスの提供や研修などのおもてなし体

制の強化を行うものでございます。

次に、５３ページをお開きください。

事業名欄の上から２番目、フェリーでつな

ぐ国東半島誘客促進事業費１６９万６千円で

ございます。

これは、フェリーで結ばれている山口県周

南エリアとの地域間交流と誘客を推進するた

め、フェリーを利用して国東半島に来る観光

客のニーズを把握する実態調査や、県外で開

催されるイベントへの出展を行うものでござ

います。

次に、５５ページをお開きください。

事業名欄の一番下、九州まんなか周遊促進

事業費２２７万７千円でございます。

これは、奥日田エリアと、隣接する熊本県

の阿蘇や菊池、福岡県の八女地域との交流を

図り、相互誘客を推進するため、阿蘇などの

広域観光の先進地から講師を招く研修会の開

催や、奥日田エリア周遊ルートなどの観光マ

ップの作成を行うものでございます。

次に、５７ページをお開きください。

事業名欄の一番上、おんせん県おおいた県

域版ＤＭＯ推進事業費６，０７４万９千円で

ございます。

これは、県域版ＤＭＯを目指すツーリズム

おおいたの機能強化を図るため、着地型旅行

商品販売システムの構築に対する支援や、観

光戦略に資するマーケティング調査などを行

うものでございます。

なお、機能強化の一環として、事務所の大

分市への移転が検討されています。

森髙地域活力応援室長 続きまして、地域活

力応援室関係の主なものについて御説明いた

します｡

戻りまして、４７ページをお開きください。

事業名欄の一番上の地域活力づくり総合補

助金５億円でございます。

これは、元気で活気あふれる大分県づくり

を推進するため、地域の様々な主体が取り組

む事業活動を、きめ細かく柔軟に支援し、地

域活力の維持、発展を図るものです。

次に、その下の小規模集落・里のくらし支

援事業費６，６００万円でございます。

これは、高齢化率５０％以上の自治区や山

村、辺地、離島などの条件不利地域など小規

模集落における生活道路の維持管理や高齢者

の見守り活動、買い物弱者支援対策など市町
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村が行う集落の維持・活性化の取組を支援す

るものです。

次に、その下のくらしの和づくり応援事業

費２，４５６万１千円でございます。

これは、小規模集落を含む地理的条件が厳

しい地域で、人口減少などにより生活環境が

厳しくなる中、その地域に住み続けたいとい

う住民の希望を叶えるよう、集落の機能を互

いに補い合うネットワーク・コミュニティの

構築に向け、地域の担い手となる組織や団体

の広域的な取組を支援するものです。

土田交通政策課長 続きまして、交通政策課

関係の主なものについて御説明いたします。

６３ページをお開きください。

事業名欄上から３番目の国際チャーター便

誘致促進事業費３，５４９万９千円でござい

ます。

これは、県の海外戦略において海外誘客に

取り組むターゲット国としている台湾との定

期便就航に向け、マンダリン航空に対するチ

ャーター便の運航に対して支援することで、

大分空港の新たな国際定期便の就航につなげ

ようとするものです。

次のページをお開きください。

事業名欄の一番上、地方バス路線維持対策

費１億３，９７８万２千円でございます。

これは、地域における広域的な幹線バス路

線の維持を図るため、民間バス事業者の運行

費などの経費を助成するものでございます。

次に、その下の生活交通路線支援事業費８，

８０２万１千円でございます。

これは、市町が支援する民間バス路線、市

町が運行するコミュニティバス等を対象とし

て運行費の助成などを行うものです。

さらに、その下の地域公共交通活性化事業

費１，５７０万４千円でございます。

これは、地域にとって望ましい公共交通ネ

ットワークを実現するために、市町や交通事

業者と連携し、地域公共交通に係るマスター

プラン、あるいはその実施計画、アクション

プランを策定するものでございます。

６５ページをお開きください。

事業名瀾の一番上の東九州新幹線推進事業

費１８０万円でございますが、これは、東九

州新幹線の基本計画路線から整備計画路線へ

の格上げを目指し、国などへの要望活動を行

うとともに、県内の機運醸成につながる取組

を行うものでございます。

麻生委員長 以上で説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。

桑原委員 ２点、交通政策課の事業で、まず

東九州新幹線推進事業なんですけれども、去

年の第１回で質疑をさせていただいて、去年

の１２月の一般質問でもさせていただいたん

ですが、ちょっと明確な回答を頂いていない

ので確認したいんですけれども、報告書を基

に県民への説明とかいろいろやって、今、機

運を高めていこうと知事が決断されたという

ことで進めていますけれども、この調査報告

書は、需要予測が２１１０年、今から９０年

以上先まで長期間にわたっています。自動運

転技術の進展とか、そういう技術革新が及ぼ

す影響というのが考慮に入れられていないと

いうのは、これでいいとお考えなのか、お願

いいたします。

そして、もう一点は、６４ページの生活交

通路線支援事業に関わるのかどうかちょっと

分からないので教えてほしいんですけれども、

平成２７年に自家用有償旅客運送について国

から許認可の権限移譲を受けたということで、

これ、去年の御説明ではＮＰＯによる運行を

促すという御説明だったんですけれども、そ

れがどれぐらい促されているかというところ

と、これは法的にはＮＰＯとかじゃないと駄

目なんですかね。営利企業じゃだめなのか、

そこを教えてください。

土田交通政策課長 ３点頂いたと思います。

１つ目が、４県市の期成会で行った新幹線

の調査において、自動運転のような新しい技

術が考慮されていないのはどうかという御質

問でございます。

それについては、現在の期成会で行った調

査については、今考え得る大量輸送の高速の

公共交通機関として新幹線を想定しており、
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自動運転車あるいは自動運転のような技術に

ついては考慮しておりませんし、今の調査と

しては適当ではないかなと考えています。

といいますのも、仮に委員おっしゃいます

ように、今後の技術進歩によって新幹線と同

程度の人数が同程度のスピードで運べる、あ

るいはコストとベネフィットの見合いで人数

は運べないけれども少し安価に設定ができる

と、そういったような交通手段として発展し

ていくのであれば、新幹線に代替する手段と

して検討する余地があると考えております。

ただ、その際には、改めて本県にとって必要

なものかどうかをきちんと調査した上で、取

り組むべきかどうかという判断がその時点で

なされるべきと考えてございます。

そのような状況から、現在の技術の進歩、

あるいは既存の技術の関係から見まして、東

九州新幹線として進めるというのが適当だと

考えております。

２つ目の自家用輸送の権限移譲について、

どのような取組が行われたかということにつ

きましては、佐伯市にあります大島、委員御

存じのように、離島でございますけれども、

そちらについて実証運行という形で社会福祉

法人が島民の方を対象に、離島航路が寄港し

ていない地区から離島航路が着いている港ま

での運送を行ったところでございますが、想

定よりも利用が伸びなかったということもご

ざいまして、現在では市の車を使って無償で

島民の方を運んでいるという状況でございま

す。

最後、ＮＰＯ以外の営利目的の法人ではど

うかということについては、制度上、やはり

非営利、運賃収受の観点も利益を目的としな

いような収受設定になってございますので、

基本的には、ＮＰＯ法人のような非営利法人

が対象法人として設定されるものと考えます。

桑原委員 新幹線の方は、その時々で改めて

検討されるということなんですけれども、や

っぱり社会の流れという、ちょっと先を読ん

だような形で行っていただきたいなと思いま

す。

部長の御答弁でも知事の御答弁でも、競合

しないとかいうのがあったんですけれども、

もしかしたら２０３０年ぐらいには人口知能

も発達して自動運転車が新幹線並みのスピー

ドで高速道路を走ると、例えばそういうとこ

ろが実現したら、確実に競合しますよ。だか

ら、ちょっと先の話かもしれませんけれども、

必ず世の中の交通システムの流れというのは

しっかり先に見ておいていただきたいと思い

ます。お願いいたします。

そして、この自家用有償旅客運送を、僕は

これを使っていろんなところがライドシェア

をやっているのかなと思っていたんですけれ

ども、そうなのかな。ちょっと分からないで

すけれども、この前の予算特別委員会のとき

の御答弁でライドシェアとは少し違うと言わ

れていましたけれども、もちろん自治体が法

に反してやる事業を作ることはできないと思

いますけれども、ライドシェアのシステムで

良いところを取って、交通弱者対策に何とか

使おうとしている自治体というのが出てきて

いますので、それはやっぱりしっかりと動向

を見ていただきたいと思います。いきなり法

に反してライドシェアをやれとか言っている

わけじゃなくて、ライドシェアのシステムを

しっかり見据えていただきたいなと思います。

それと、京丹後市のお話もありましたけれ

ども、北海道の天塩町が東京の企業と提携し

て、もうすぐ中長距離のライドシェアを始め

るというのもありますので、そちらも注視し

ていただければと思います。

土田交通政策課長 ライドシェアにつきまし

ては、一番新しい経済の形として、シェアリ

ングエコノミーの一種として、技術革新とと

もに様々なサービスが提供されていくものと

考えています。

委員おっしゃいましたように、京丹後市あ

るいは先日答弁させていただいた北海道の中

頓別町におきましても、ライドシェアの仕組

みを取り入れて地域公共交通を守っていこう

という取組が始まっているのも、今後も研究

していきたいと思っておりますし、今、委員
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おっしゃった北海道の更に新しく始まったの

も、「ｎｏｔｔｅｃｏ（のってこ！）」とい

うサービスかと思います。こちらもガソリン

代とか高速代の実費をシェアする仕組みとし

て始まったということも我々把握してござい

ますので、そうした新しい技術、どんどん出

てくるものもきちんと研究しながら進めてい

きたいと考えてございます。

藤田委員 ４２ページのおおいたスポーツ成

長産業化モデル事業についてなんですけれど

も、このスポーツの成長産業化という観点で、

今回、モデル事業として実施されるというこ

となんですけれども、この成長産業化に向け

た全体像といいますか、これ、スポーツを成

長産業にするには、例えば、一つはトップア

スリートを育成していったりとか、あるいは

ビッグイベントを誘致したりとか、それに付

随して施設の整備を行ったりだとか、あるい

はそれらを進めるに当たっては、県単独でや

るのか、あるいは広域で扱うのかとか、様々

な枠組みが考えられるような気がするんです

けれども、現在で何かそういう枠組みだとか

基本的な方向性だとかで決まっているものが

あるのかどうかというのを１点お伺いをした

いと思います。

それと、５３ページのフェリーでつなぐ国

東半島誘客促進事業費ですね、周防灘フェリ

ーを介した山口県との交流という形なんです

けれども、これは今までそれぞれ対岸同士の

市町村同士の交流だとか、あるいは周防灘フ

ェリーを通じたそういうイベントだとかとい

うものの取組状況がどうなっているのかとい

うことを、お伺いしたいと思います。

中村国際スポーツ誘致・推進室長 お尋ねの

ありましたスポーツの成長産業化につきまし

ては、今、国の成長産業の中でも取り沙汰さ

れておりまして、非常に間口の広い議論であ

ると考えております。

本県では、２０１９年ラグビーワールドカ

ップ、それから、２０２０年東京オリンピッ

クの事前キャンプ誘致、そういった広がりも

ございますので、有識者として県のスポーツ

政策エグゼクティブアドバイザーであります

早稲田大学の武藤泰明先生にも助言を頂きな

がら、広がりのある議論をしていきたいと思

っております。

調査自体は、本県でのスポーツのベースと

なっておりますトリニータ、それから、ジャ

パンラグビートップリーグ、そういった試合

をモデルに調査をしていきたいと考えており

ます。

阿部観光・地域振興課長 これまでの取組と

いうことでございますが、実は今年度、竹田

津港に、臨時でといいますか、利便性を高め

るためにレンタカーを配置する、事前に電話

すればレンタカーが竹田津港でもう迎えに来

ているという取組を今、行っております。

実は、フェリーがあるにもかかわらず、な

かなか人の行き来が活発でなかったため、フ

ェリーを活用して今後交流を促進していきま

しょうということで、特に来年度、六郷満山

１３００年祭がございますし、それを見越し

て今から活用を図りたいということで、その

事業に今、取り組んでいます。

藤田委員 先ほどのスポーツ産業の関係は、

例えば、九州広域での動きもあったような気

がするんですけれども、そちらの現状と本県

との関わりというのはどういうふうになって

いるんですか。

中村国際スポーツ誘致・推進室長 顧客の動

向も調べたいと思っておりまして、今まで携

帯電話の電波から、どこからどれぐらいのお

客さんが来ているのかといった動向も調査が

できると聞いております。その調査をトリニ

ータやラグビーの試合をベースに把握しまし

て、今後の調べ方を検討していきたいと考え

ております。

藤田委員 では、今回から動き始めて、全国

大の動きもにらみながら、いずれ可能性を見

極めながら横断的な取組、各部局にまたがっ

た取組に展開していくという考え方でよろし

いですか。

麻生委員長 ただ今の件に関して、要は大会

誘致とかそういった部分は分かるんだけど、
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スポーツツーリズム戦略というのは、今の中

村室長の所管と関係する部局を含めてちょっ

と明確になっていないんですが、その辺りは

説明を今後どう考えているのか、スポーツツ

ーリズムを含めたそうした戦略はあるのかな

いのか。まだ策定していないですよね。

廣瀬企画振興部長 スポーツツーリズム、県

の例の観光戦略、ツーリズム戦略の中にもそ

れは取り入れているところなんです。今回の

いわゆるプロスポーツに近いところの成長産

業化は、国の動きを受けて、いわゆるアメリ

カであるとかヨーロッパであれば、アメリカ

であれば大リーグ、それから、プロフットボ

ールみたいな、すごい巨大な市場がある。ヨ

ーロッパもサッカーで巨大な市場がある。こ

れに比べて、日本国内ではプロ野球があるし、

Ｊリーグもあるんだけれども、アメリカやヨ

ーロッパに比べると人口の割に市場が小さい

と。それを日本政府はもっと市場を大きくし

たいという趣旨で日本再興戦略の中にプロス

ポーツの成長産業化を取り入れています。

一方、本県を見ると、大銀ドームという立

派なスタジアムがありますので、これって立

派なスタジアムがないとなかなか実現できな

いところなので、それで、この大銀ドームと

いう立派なスタジアムを通じて、まずは今や

られているトリニータの試合、それから、ラ

グビーも今から出てきますので、そこをモデ

ルにしてもっとお客さんに来てもらうやり方、

要はスマートスタジアム化と言っているんで

すけれども、スタジアムでもっとサービスを

提供してお客さんにもっと来てもらうやり方

はどういうやり方があるのかという、成功事

例として例えば広島カープの球場なんかがあ

るんですけれども、そういうのを研究を始め

ようという趣旨であります。

一方で、スポーツツーリズムがあります。

これはラグビーであるとか東京オリンピック、

それから、県内のキャンプ関係の施設をうま

く活用してお客さんを呼び込もうという、こ

れは観光・地域局とスポーツ振興の芸術文化

スポーツ局と一緒になってやると。あとは振

興局がそれぞれ市町村も力を入れていますの

で、そこを併せてやろうという、そういう大

きな流れでやっています。

麻生委員長 私の方からね、今申し上げたの

は、アリーナももうできると。武道というの

は日本の国技ですから、海外からも国際ツー

リズムでスポーツツーリズムで呼び込むこと

もできるし、いろんな世界大会も誘致できる

んだけど、２年前ぐらいから準備しないと間

に合わないんですよ、競技団体は。だから、

急にやろうと思ってもなかなかできないこと

ですから、これから着工するわけで、できる

だけ早くそういった運営も含めて庁内の横断

的な組織体制を含めて、スポーツツーリズム

という観点も盛り込んで、先ほどの戦略と一

体となって、県の組織として一元的に窓口を

明確にして相談体制を整えるというような部

分については、早急に検討していただければ

と思っておりますので、よろしくお願いしま

す。

志村委員 ＪＲですけれども、県下の３つの

駅、臼杵もそうですけど、夜の営業が８時半

までということの報道がありました。あとは

民間委託ということなんですけれども、県に

どこまで連絡が来て、どういう情報ソースを

持っているのか、あるいは県民にどういうふ

うに対応しようとしているのか、ちょっと聞

かせてほしいんですけれども。

土田交通政策課長 ＪＲ九州におきましては、

民営化も踏まえまして、順次コスト削減であ

るとか、あと、サービスの向上の両立を図ろ

うといろいろな手を打っているというのは認

識してございます。その一環として、駅につ

きましては、無人化が残念ながら進んでいる

ということと、ＪＲ九州の直営の駅と、いわ

ゆる委託をして子会社なり市町にお願いをす

る部分が生じてきているという状況でござい

ます。

臼杵駅につきましても、委託の部分が広が

った結果として対象になったと把握してござ

います。ただ、営業時間などの変化はあると

聞いていますが、時間内のサービスの提供に
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ついてはこれまでと変わらないと聞いてござ

いますので、いずれにしても、変わった前後

でお客様の利便に影響があるかどうかという

のを確認した上で、必要に応じてＪＲ九州の

本社あるいは大分支社に改善の要望を伝えて

いきたいと思っておるところでございます。

志村委員 事前にこのことについての説明が

まずあったのかどうかを、ちょっと聞きたい

んですが。

土田交通政策課長 ＪＲの大分支社から、事

前に委託が始まる前に連絡はありました。

志村委員 １月の時点で実はこのことが議論

になりまして、そのときのＪＲの発表は、４

月１日のダイヤ改正においては、運行も駅の

営業も従来どおりというコメントが出ていま

す。ただし、ＪＲ九州鉄道営業という別会社

を作って、ＪＲも民ですから、民でまた民間

の１００％子会社のＪＲ九州鉄道営業という

会社を作って、そこの社員が駅を営業すると

聞いておりましてね、営業時間を制限すると

かいうことの話はなかったんですけれども、

ここはやっぱりしっかり詰めないと、８時半

以降、じゃ、民が民にどういうふうに、民か

ら民になって、また民になるわけですよね。

それは警備会社みたいなものですか。その辺

をどういうふうに市民に利便性を図るのか、

そこのことを教えてください。

土田交通政策課長 詳細はＪＲ九州に改めて

確認したいと思いますが、我々が現段階で聞

いているのは、いわゆる子会社になりますの

で、給与水準が異なってまいります。そこに

委託をすることによって、本体としてはコス

ト削減が図られると。ただ、サービスの中身

については、同じグループ会社ですから、同

じ水準で提供されるというふうには伺ってお

ります。

ただ、委員御心配の営業時間であるとか、

物理的なサービスの提供時間については、変

化が生じる部分もあろうかと思いますので、

その点については、改めてＪＲ九州に確認を

して、利用者の影響がどの程度あるのかとい

うのをまず把握したいと思います。

志村委員 １００％子会社といえども、つま

り８時半以降が民間の別会社に渡すという意

味ですか。それとも、８時半までは別会社の、

先ほど私が言いましたＪＲ九州鉄道営業とい

う会社にあって、それ以降、また別のところ

に行くという、ここのところを説明してほし

い。

土田交通政策課長 そこについては、我々も

詳細に聞いてございません。なので、ＪＲ九

州に改めて確認をしたいと思います。

現時点で聞いておりますのは、臼杵駅を含

めて委託する駅を増やしますという形でしか

聞いてございませんので、時間帯によって直

営にするのか委託で分けるのか、それとも、

全て委託にして営業時間を前後させるのかと

いうことについては、改めて確認して御報告

いたします。

志村委員 東九州新幹線を進めようとしてい

るときに、やっぱり在来線をきちんと運行す

ることも含めて一緒に同時進行していかない

と、東九州新幹線はＪＲは行政のおんぶに抱

っこですよね。自分たちから言わないわけで

すから、おんぶに抱っこ。しかし、やっぱり

既存の路線は、今度は行政からきちっとＪＲ

に言う、このことはやっぱりやってもらわな

いと、東九州新幹線どころじゃないというこ

とになると思うんですね。

東九州新幹線についての批判も一部やっぱ

りあることもあるんですよね。そういうこと

を払拭する意味でも、従来の在来線について

の心配事なきようにしていくことも、本当に

大事なことじゃないかなと思うので、ここに

そういうことが載っていないことが残念なん

だけれども、是非ＪＲと接触した後、御報告

ください。

廣瀬企画振興部長 ＪＲ九州につきましては、

株式を公開上場したんですけれども、あくま

で公共交通機関としての責務を担っています

ので、そこのところは県からも、今までも言

っているんですけれども、再度しっかり言い

たいと思います。

ワンマン化の際には、私もＪＲ本社に出向
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いていって、ワンマン化を導入するにしても

安全対策をしっかりやってくれという要望を

いたしました。

今回の営業時間の件は、そういうことで、

そういうふうにやるというのは聞いていたけ

ど、具体的な中身までまだＪＲから詳しく話

を聞いていないので、そこも併せてしっかり

確認をとって、公共交通機関としての責務を

しっかり果たしてもらうように、再度しっか

り申し入れたいと思います。

志村委員 はい、お願いします。

麻生委員長 お諮りいたします。ただいまの

案件に関しまして、本委員会、本日最終日と

いうこともありますので、委員会の総意で報

告を求めるということでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

麻生委員長 そういうことで、よろしくお願

い申し上げます。

ほかに。

戸高委員 これ、話が出たかもしれませんけ

ど、最後の地方バス路線の維持の対策になる

んですけれども、これは今、この対象となっ

ている路線数がどのくらいあるのかというこ

とと、これは事業名が変わっているかもしれ

ませんけど、今、どのぐらい補助事業をずっ

と続けてきているのかということをちょっと

聞きます。

それともう一つ、ビーコンプラザの運営費

が入っていますけど、これは照明とか音響と

かの設備の更新について今後計画があるのか

ということも、ちょっとお聞きしたいと思い

ます。

土田交通政策課長 地方バス路線の対象とな

る系統数についてなんですが、手元にありま

すのが、直近のデータで２８年度の実績ベー

スでございますけれども、１７路線が対象と

なってございます。

この事業自体につきましては、もう平成２

０年度以前からずっと続いているものであり

まして、市町をまたぐ広域的なバス路線の維

持のためにバス事業者に国と一緒に補助をし

ているものでございます。

現行の制度といたしましては、平成２４年

度から続けさせていただいているという形で

ございます。

阿部観光・地域振興課長 ビーコンプラザに

つきましては、管理運営の経費等を計上して

おりますが、修繕等につきましては、企画振

興部ではございませんで、別会計でございま

す。施設整備の方。

戸高委員 施設整備の方ですね。管理運営の

中では、そういう要望は来ていないですか。

というのが、例えば、設備についてもかなり

古いんです。照明も長いさおでくるくる回し

ながら、どこでもやっているのかもしれませ

んけど、壊れたらそのまま上に放置されてい

る状況で、全てを更新しないといけないとい

うことで、そのままになっているというのが

あるところです。

阿部観光・地域振興課長 軽微な修繕は入っ

ています。いわゆる大規模修繕につきまして

は、施設整備。今言ったような電気だとか軽

微な修繕というのは運営費に入っております。

麻生委員長 ただ今みたいな声もあるという

ことで、よく調整をして報告をまたしてくだ

さい。それでよろしいですか。

戸高委員 軽微な修繕ではないでしょう。照

明を変えるとかそういうのは入っていると思

うんですけど。機器自体、音響の設備である

とか照明の設備であるとかというのが、もう

作った当時から多分変えていないと思います。

その分をどうするのか。これも施設整備です

かね。

阿部観光・地域振興課長 その類いにつきま

しては、大規模修繕に入ろうかと思います。

施設整備に含まれると思います。

戸高委員 はい、分かりました。

土田交通政策課長 先ほどの対象となる系統

の数ですけれども、１７と申し上げたのが、

国が対象としている系統数でございまして、

県ではそのうちの１４系統を対象としてござ

います。

差が生じますのは、国は事前の算定方式で

補助対象となる路線を決めてございます。一
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方で、県は事後算定方式で、実際に走った後

の実績を見まして、要件に対象となっていれ

ば補助するという形になってございますので、

事前の見積りと少し減少が生じた場合は路線

数が減るという観点で、国が１７、県が１４

という形になってございます。

木田委員 １９ページの海外戦略加速化事業

費ですが、右の説明、概要を見ると、２つ目

の大分県の予算というか、今の積み上げでは

ちょっと予算が少ないというか、割り振りが

少ないようなところがありまして、予算だけ

で判別はできないと思いますけれども、香港

対策というのが県ではどのようなことになっ

ているのかなというのがございます。実は昨

年、秋の毎年行われております香港のビッグ

イベントがありまして、国際的なお酒の展示

会なんですけど、そこで大分のブースがない

よと、九州みんな来ているのに何で大分は来

ていないのという話で、藤田委員が奔走され

て、じゃ、大分も出展できるように段取りし

ましょうということで急遽私も連れられて行

ったんですけれども、やっぱりこの趣旨にあ

るとおり、県産品と観光を一体的にプロモー

ションする格好の場なんですよね。やっぱり

去年大分は来ていないというふうな状況──

大分は独自で参加していますけれども、とい

う状況で、この予算を見ると、まだ５０万円

ぐらいしか予算がないので、香港というマー

ケットの捉え方が県としてどうなんだろうか

なというのはちょっとですね。

面積は小さいですけど、ヨーロッパからア

ジアから全部ここに来ていますから、ああい

ったところにもうちょっと力を入れていいん

じゃないかなと思うんですが、その辺、考え

方がどうなっているのか、よろしくお願いし

ます。

堀国際政策課長 私どもがここで予算を上げ

ておりますのは、各部局、商工労働部、農林

水産部等を含めて、一体的に県単独で攻めど

ころをやろうという形の予算をまとめて計上

しているというのが大体主なところでござい

まして、特に、今は台湾という形ですけれど

も、香港につきましては、２３年度から４年

間かけて集中的にやってまいりました。今の

段階は、その事後ということで、今のような、

例えばお酒でありますと商工労働部所管にな

りますので、商工労働部で売り込みについて、

出展するものを選んで、香港であればフォー

フェックスというのも多分毎年出ていると思

うんですけれども、農林水産部は農林水産部

で非常に取引がもうできてきておりますので、

それを更に拡大するために、それぞれの商談

を行ったりとかいう形を今、行っているとこ

ろでございまして、ここに上げている大分フ

ェアというのは小規模のことでございまして、

私どもずっと継続している日本食フェスタと

いうのがありまして、そこで大分の食材を使

った集中的なＰＲを行ってもらうためのＰＲ

経費ということで上げさせていただいており

ます。

阿部観光・地域振興課長 香港のインバウン

ド対策につきましては、実は観光・地域振興

課の方に予算を計上しておりまして、５６ペ

ージをお開きください。

先ほどの予算概要、５６ページのインバウ

ンド推進事業費ということで入れさせていた

だいていますが、香港につきましては、下か

ら５番目、香港・中国誘客促進事業委託料と

いうことで計上しております。

具体的には、香港とか、ＦＩＴ向けの情報

発進であるとか、大手旅行社との連携事業を

行うことによって誘客を高めようということ

を考えております。

木田委員 香港も重要なマーケットであると

いう捉えはあるというふうに受け止めさせて

いただいて、どこかの部局でそういった御支

援を頂けるものと期待したいんですが、昨年

もやはり自費で来られている庄内の酒造会社

さん、それは海外担当というちゃんと名刺が

あるんですよ。自費でやっぱりお見えになっ

ているんですね。御存じと思いますが、来週、

県産酒の文化創造会議立ち上げ予定ですけれ

ども、今年もできればその展示に持っていき

たいなというような夢と希望はあるんですけ
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ど、ワインスピリッツというと、やはりほと

んどがラグビーのある国です。そこから来て

いますから、いろんな要素、観光もあればラ

グビーワールドカップも絡めばいろんな要素

がございますので、我々も文化創造会議とと

もにいろんな支援をしていきたいなというふ

うに思いますので、是非県からも温かい御支

援、熱い御支援を頂きたいと思いますので、

よろしく御検討をお願いいたします。

麻生委員長 よろしいですか。今のようなも

のに関しては、例えば、香港ターゲットであ

れば、商工とか農水に上がっている予算も併

せて本来は説明だけはやっていただけると有

り難いなと思います。

ほかよろしいでしょうか。

私からちょっと何点かあるんですが、要望

にほぼとどめたいんですが、ラグビーのワー

ルドカップ並びにハンドボールの世界選手権

までに豊肥線が開通するのとしないので経済

波及効果がどれぐらい違うのか。５７号もそ

うでしょうし、そういった部分について、早

急に算出して取組方を含めてＪＲに対しても

プッシュとか国交省に対しても行うべきこと

はしっかりやっていく必要があろうかと思う

ので、それを要望しておきます。

それから、東九州新幹線に注力を今、始め

ておりますけれども、豊予海峡ルートについ

て、大分市が調査結果報告をして四国新幹線

を大分まで伸ばす、豊予海峡ルートまで６，

８００億円で単線で新幹線が延びるというよ

うな試算が出ているわけでありまして、びっ

くりするほど金額が意外と安くできるんだね

ということで、よく我々最近聞かれるのは、

東九州新幹線と豊予海峡ルートの６，８００

億円のどちらに優先順位を付けるべきかと。

経済波及効果として東九州を優先すべきであ

るという根拠、これを示してほしいというこ

とを言われておりますので、そういった部分

を示せるようなデータがあったらいいかなと

いうことでありまして、すぐはお答え難しい

かと思いますので、そのことはお願いしてお

きたい。

土田交通政策課長 今の点に関して、大分市

がまとめた調査も、前提条件を是非確認して

いただきたいと思うんですが、彼らの調査も

東九州新幹線と四国新幹線が松山まで通った

ことを前提に、その間を豊予海峡新幹線で通

した場合というふうに計算してございますの

で、我々としては、大分市も、まずは東九州

新幹線が通ったことを前提として考えてくれ

ていると思ってございます。

一般的に考えましても、大分市まで仮に先

行して豊予海峡を通して四国新幹線ができた

としても、その先の高速鉄道がない状態であ

れば、四国新幹線の効果も減少してしまうと

思っておりますので、やはりまずは東九州新

幹線を優先すべきというふうに考えてござい

ます。

麻生委員長 その辺をしっかり説明できるよ

うな形で、片手落ちになっているような気が

しておりますので、是非よろしくお願いしま

す。

それから、１点だけ、敬意を表して質問を

させてください。

塩月課長のところの、昨年の統計グラフコ

ンテスト、すばらしい企画でありまして、子

供たちが面白い視点で発表していらっしゃっ

たと。県庁のここの上であったんですが、せ

っかくのああいったものというのは、一般の

方々が目に触れるような会場設営ということ

も必要だろうと思うので、この統計グラフコ

ンテストの新年度の会場についてとかどう考

えているのか。

それから、このミニ統計、非常にすばらし

いわけでありますけれども、これを十分活用

できているかと。せっかくすばらしいものを

作っていただいているんですが、その部数と

か配布先、あるいはこの工夫をどうするか、

いかに使っていただくか。数字はうそをつき

ませんから、ここの、私は特に注目しており

ますのは、対国民所得格差が平成２５年度が

８９．９％、たしかここの部分は平成２４年

度は九〇．幾らかで、格差が広がっていると。

２６年度の最新データがもしあれば、それは
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どうなっているのかという部分について、お

伺いします。

塩月統計調査課長 統計グラフコンクールで

ございますけれども、昨年１２月に表彰式を

しまして、委員長に出席をいただきまして、

大変お褒めをいただきまして、ありがとうご

ざいました。早速ブログにも掲載していただ

きまして、拝見いたしました。こちらの１４

階で表彰した後、１階の県民広場で掲示して

県民の皆様に御覧いただいております。

今、お話ありましたように、これは実は統

計協会が事業として進めております。これは

全県的に県民の方に見ていただくような形を

取ると、どうしても受入れの問題がございま

す。それぞれの効果は確かにあると思ってお

りますけれども、この辺りにつきましては、

また来年度事業を進めるに当たって検討する

ようにしていきたいと思っております。

それから、ミニ統計ですけれども、済みま

せん、ちょっと数を今把握していなくて、一

応無料配布ということで、各市町村を通じて、

照会して必要数をお配りしているというのが

ございます。もちろん議員にも、お配りして、

非常にポケットに入る形で、利用価値が高い

ということで評判がいいので、引き続きこの

辺りもしっかり取り組んでいきたいと思って

おります。

麻生委員長 ありがとうございます。廣瀬企

画振興部長、この対国民所得格差が９０を割

っているということで、１００に対して８９．

９という、それだけ大分県の目指すべき目標

というか、数値を示せとは言いませんけれど

も、こういったミニ統計の中に工夫して、最

近の対前年度に対して下がっているか上がっ

ているかとか、こういった部分は非常に重要

でしょうし、当然長計の見直しとか新年度予

算編成の根幹になる部分で、対国民所得格差

をこれを９５まで持っていくとか、そういっ

た目標に基づいて商工労働部とか農林水産部

とかいろんな部局が目標設定をし、目標指標

を設定して事業構築をやってきているものだ

と思っておるんですが、そういう意味で、国

民所得格差についての認識と思いというのが

ありましたら、ここについて１点伺います。

廣瀬企画振興部長 一人当たり県民所得、県

内のＧＤＰに関わるところなんですけれども、

本県の場合、全国で見ると中位、九州で見る

と福岡県に次いで２番目なんですよね。県民

一人当たりの所得のＧＤＰですけれども、そ

れはかつての企業誘致の歴史から大分県が福

岡県と並ぶぐらい、一時期は福岡県よりも高

い一人当たり所得を示していたときもあった

んですけれども、平成１７年、１８年ぐらい

なんですけれども、リーマンショックの後、

やっぱり大分の構造的なところがありますの

で、グローバル企業が多いというところがあ

りまして、リーマンショックの後からちょっ

と数字が伸び悩んできているというのがあり

ます。なので、今、全庁を挙げて付加価値を

高めていくということで、製造業も当然そう

なんですけれども、農林水産業もそれまでの

価値の創出額という目標に切り替えて取り組

んでいるところですし、もろもろ観光産業の

高付加価値化というのも今、目指していると

ころですので、しっかりその数字の推移を見

極めていきたいと思います。

安心・活力・発展プラン２０１５自体がそ

ういう付加価値を高める長計にしているので、

そこのところはしっかり押さえていきたいと

いうふうに思います。

麻生委員長 対国民所得格差、これについて

は、県内でも格差が広がっているというよう

な認識を我々は持っておりますので、この数

字については、今後注視をしていきたいと思

っておりますので、頑張ってほしいと思いま

す。

よろしいでしょうか、皆さんから。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 ほかに御質疑もないようであり

ますので、これで質疑を終わります。

なお、本案の採決は、総務部関係の審査の

際に一括して行います。

次に、第２１号議案公立大学法人大分県立

芸術文化短期大学が徴収する料金の上限の変
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更の認可について、執行部の説明を求めます。

磯田政策企画課長 第２１号議案公立大学法

人大分県立芸術文化短期大学が徴収する料金

の上限の変更の認可について説明します。

総務企画委員会資料の１ページを御覧くだ

さい。

この議案は、県立芸術文化短期大学の入学

料に係る県内者要件を変更することに伴う、

料金の上限の変更を認可するものです。

左側中段の１の変更内容を御覧ください。

入学料については、県内者が１６万９，２

００円、県外者が２８万２千円と県内者の優

遇措置を設けているところですが、更に学生

確保に向けて他の公立短大等と同等の条件を

整備するため、県内者の要件を変更するもの

です。

変更のポイントの第１は、本人に関する本

籍要件の削除です。本籍は、居住地に関係な

く定めることが可能であり、県内在住を証明

するものではないことから、この要件を削除

します。

次に、本籍要件の削除に代わり、本人に関

する県内居住期間要件を新設します。期間に

ついては、左側下段の２の他県の状況に記載

している全国の公立短大等の状況を勘案し、

１年間としています。また、学生の親など扶

養者に関する県内居住期間要件についても、

３年から１年に短縮します。

右側中段の３の適用時期ですが、変更後の

区分により本年６月から平成３０年度入学生

の募集を開始することとしています。

麻生委員長 以上で説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 別に御質疑もないようでありま

すので、これより採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

麻生委員長 御異議がないので、本案は原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

以上で付託案件の審査を終わります。

次に、執行部から報告の申し出があります

ので、これを許します。

佐藤芸術文化振興課長 国民文化祭、全国障

害者芸術・文化祭の準備状況について報告し

ます。

資料２ページ上段枠内ですが、昨年５月に

県実行委員会を立ち上げまして、会期は平成

３０年１０月６日から１１月２５日、基本方

針を３つ、テーマをおおいた大茶会などの基

本構想をまとめました。

その後、８月１７日に開催された国の実行

委員会で承認を得たところです。

また、大会テーマのロゴマークを県内の２

５歳以下の若者対象に募集し、１５４点の応

募の中から、県立芸術文化短期大学専攻科１

年の村田澪矢さんの作品が選ばれました。２

年前イベントとなる昨年１１月のキックオフ

イベントでお披露目したところです。

資料上段テーマ、おおいた大茶会の横に掲

載していますマークです。

資料下段を御覧ください。大会は、開幕、

閉幕行事、開催期間中に実施する市町村実行

委員会事業、芸術文化団体等主催事業、いい

ちこ総合文化センター及び県立美術館で実施

する芸術文化ゾーン事業、同時開催の全国障

害者芸術・文化祭事業で構成されます。

次の３ページを御覧ください。

今後の予定としては、４月に予定している

県の実行委員会で大会の各行事、イベントな

どの具体的な計画である実施計画案を決定し、

その後７月に予定されています国の実行委員

会で承認を得るよう、現在準備を進めている

ところです。

現在、各市町村や芸術文化団体と協議・調

整を行って、この実施計画の策定に向けて準

備を進めています。

５月には第１９回別府アルゲリッチ音楽祭

を５００日前イベントとして位置づけ開催し

ます。

９月１日には国民文化祭、全国障害者芸術

・文化祭なら大会が開幕します。閉幕式典の

１１月２６日に国民文化祭の大会旗を奈良県
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から引き継ぐイベントが予定されています。

奈良県の閉幕の舞台で大分県のＰＲステー

ジが披露できるので、しっかりと準備して大

分大会をアピールしたいと考えています。

また、１０月上旬には１年前イベントを芸

術文化ゾーン等で開催する予定です。

また、大会の公式ポスターを３月１日に募

集を開始しました。２９年度は本ポスターの

活用を始め、しっかりと大会のＰＲを行って

いきたいと考えています。

麻生委員長 以上で報告は終わりました。

ただいまの報告について、御質疑等はあり

ませんか。

藤田委員 国民文化祭の関係ですけれども、

例えば、芸術団体や文化団体以外の民間事業

者も含めてですけれども、この文化祭に関連

するイベントとして出展をしたい、あるいは

連携して開催をしたいと、プログラムに載っ

けてほしいと、そういった場合の窓口という

のはどこになるんですか。

佐藤芸術文化振興課長 窓口は、今度新たに

組織されます国民文化祭・障害者芸術文化祭

局で、県が窓口になるということです。

藤田委員 じゃ、そういったものの募集とい

うのは、新たに４月１日以降組織が立ち上が

ってから、そういった外向けのＰＲというか、

呼びかけというのが行われるんでしょうか。

土谷芸術文化スポーツ局長 現在、芸術文化

団体に関しましては、既に募集が行われてい

る形になります。この後、実はいろんな場面

が考えられるんですけど、応援事業とか協賛

事業とか国全体で募集するもの、それから、

県が募集するものと、いろんなパターンで募

集を掛けます。したがいまして、大分県の国

民文化祭は、県内のそういう一緒にやりたい

という方はもちろんそういう場を設けますし、

県外でも大分県に応募したいという企業の募

集とかいうのを文化庁でやります。これから

段階を経てやっていく形になりますので、ま

た御案内を差し上げたいと思います。

麻生委員長 私も当委員会の声を届けて、そ

ういった声があるので、行政側のスケジュー

ルは明確になっているんだけれども、参加者

側のスケジュールが明確になっていないので、

できるだけ早くそれを示していただいて、窓

口等々を示してほしいということをお願いを

申し上げているところであります。

よろしいでしょうか。ほかに。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 ほかに御質疑等もないようであ

りますので、執行部は報告を続けてください。

土田交通政策課長 資料の４ページをお開き

ください。

九州の東の玄関口としての拠点化について、

戦略策定に向けて、昨年５月に民間有識者等

による戦略会議を設置しました。本年２月１

３日の第３回会議で提言案がまとまりました

ので、その概要を御報告いたします。

まず基本的な考え方として、九州は、アジ

アの成長や活力を取り込むアジアのゲートウ

エイとして、我が国の人の流れ・物の流れに

おける役割が益々増大していると考えていま

す。そのような中で、本県が九州の東の玄関

口として、人・物の流れの拠点になり、多く

の人や物が本県を介して九州内外を行き来す

る状況を作ることで、経済活性化・雇用創出

を促進し、地方創生を加速させることを目指

して、この戦略を作ることにしています。

その共通するコンセプトとしてハブ・アン

ド・スポークの強化を図ろうとうたっていま

す。

ハブというのが、人と物の流れが結節する

拠点、港、フェリーターミナル、空港、バス

ターミナル、駅、こういった施設です。

スポークというのが、人、物が動くルート、

路線でございまして、フェリー、航空、バス、

長距離バス、鉄道、道路、そういったものを

想定しています。

それぞれハブ・アンド・スポークの考え方

に基づいて、人の流れ、物の流れを拠点化し

ていくために必要な施策について提言をまと

めていただいているという形です。

先ず、４ページ目の下の段落にありますの

が、人の流れの拠点化のために取り組むべき
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内容ということです。例えば、フェリーにお

きましては、ハブである老朽化した上屋の改

修、建て替えが必要です。

なお、ハブの中でも特に港につきましては、

本県は北は中津から南は佐伯まで重要港湾と

フェリー就航港が複数あります。

海路と陸路の結節点として、非常に重要な

ハブですので、別途地元の方たちとの議論を

させていただきいて、別紙という形で港ごと

の取組をまとめています。その内容に応じた

ものについては、括弧書きで港の名前は記載

して整理しています。

竹田津、別府、臼杵、佐伯については、上

屋が老朽化しているので、今後建て替えをし

ていこうというふうにいただいているところ

です。

以下そのように括弧書きを御覧いただけれ

ばと思っています。

またスポークとしては航路の利用促進、対

岸県と連携した観光振興を行おうということ

をいただいています。

航空路線については、ハブである大分空港

の魅力向上、あるいは空港へのアクセス手段

の充実をしていこうということでいただいて

います。

長距離バスについては、ハブとしてやはり

長距離バスが１箇所から離発着するバスター

ミナルが今後必要ではないかということで、

そのための検討を行おうということ。スポー

クとしては、四国へのフェリーを活用した新

規路線を検討していこうということを頂戴し

ています。

鉄道については、結節点となる駅のバリア

フリー化の推進であるとか、日豊本線の複線

構想化を図っていこうということ。

これらの交通モードを連携させるために重

要でございますので、乗継情報の提供の充実

であるとか、関係の交通事業者による調整会

議を設置しまして２次交通の充実に取り組む

ということで頂戴しています。

また特に人の流れの基幹拠点として位置づ

けられている別府については、項目を分けて

記載していただいています。

さんふらわあの大阪航路の大型化に向けて

港湾整備をきちんと行うことでありますとか、

老朽化して分散しているフェリー上屋を集約

整備しましょうと。それに併せてにぎわい空

間をつくっていきましょうということ。さら

にはクルーズ船についても、高級小型船、中

型船について積極的に誘致に取り組みましょ

うということを頂戴しているところです。

次の５ページを御覧ください。

物の流れの拠点化に向けて必要な施策をま

とめていただいています。

物の流れにつきましては、外航貨物につい

ては港の競争力を引き続き強化すると。一方

で内航貨物については、発展の余地が大きい

だろうということで、貨物を集約、あるいは

増加させることで、本県に九州内外を行き来

する物流の幹線経路を作ろうということを目

指すというふうに頂戴しています。

そのために必要な取組としては、まずは、

ＲＯＲＯ船、フェリー航路の海上貨物航路の

機能強化、利用促進、さらには貨物を集荷す

ることを推進しようということで、集荷推進

を図ろうと。安定的な貨物量の確保のために

荷主となるような港湾利用企業を誘致して集

積をさせようということ。さらにはポートセ

ールスが重要であるということで、内航貨物

のポートセールス体制を強化するということ

を頂戴してございまして、このポートセール

スに努力して取り組むことによって、この左

側の３つ、海上貨物航路の機能の充実、貨物

の集荷、企業の集積、こういうものが正のス

パイラルと書いていますが、集積が集積を呼

ぶような方向として取り組んでいこうという

ことで頂戴しています。

特に物の流れの基幹拠点として位置づけら

れている大分港の大在地区については、川崎

ＲＯＲＯ船航路を軸に商船三井さんと併せて、

ダブルデイリー化を図ることによって航路の

充実をしよう、貨物集荷を地域、あるいは品

目を重点的に対象を決めてセールスをしてい

こう、港を利用するような企業を大在地区周
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辺に集積をさせよう、ＲＯＲＯ船の充実を踏

まえて必要な岸壁整備、あるいはシャーシ置

き場の確保に取り組むということを頂戴して

います。

またそれらを支える交通インフラとして、

中九州道、中津日田道路の整備、東九州道、

空港道路の４車線化といったものを頂戴して

いますし、それぞれの港ごとの取組をしっか

りと進めようというところで方針を頂戴して

います。

また将来の大分県を支える交通体系という

ことで、東九州新幹線、あるいは太平洋新国

土軸も継続して取り組むというところもいた

だいているところです。

なお、戦略の期間は、長期総合計画と同じ

３６年度までとされており、しっかりとフォ

ローアップもするように書いていただいてい

ます。この提言案については、３月１３日ま

でパブリックコメントをかけています。そこ

でいただいた御意見を踏まえまして、来週４

回目の戦略会議が開催される予定でして、そ

こで提言を取りまとめることとしたいと考え

います。そして３月末までには提言というこ

とでこの会議から頂戴できればと考えていま

す。

来年度は、この戦略ができた最初の年とな

ります。そのために、我々としてもその着実

な実行にしっかり取り組んでまいりたいと考

えています。

麻生委員長 以上で報告は終わりました。

ただいまの報告について、御質疑等はあり

ませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 別に御質疑もないようですので、

これで諸般の報告を終わりますが、ただ今の

２件の報告の中で、委員の皆様方にもお願い

申し上げたいんですが、国民文化祭、ロゴマ

ークがおおいた大茶会で、中津の和傘も大分

の名産でありますので、各事務所に和傘を購

入して、照明にも使ったり今非常に盛り上が

っている、評判を呼んでいるようであります

ので、是非そういったＰＲも御協力をお願い

できればと思います。

また、今の東九州の玄関口としての各種交

通施策あるいはフェリー等々については、Ｊ

２に上がったトリニータの応援を兼ねて中四

国、そして関西方面までアウエーまで応援に

行っていただいて、アウエーチームがこっち

に来るときも、是非何かそういう情報を皆さ

んどう考えているかと、モニタリングしてい

ただければなと、このように思いますので、

またそれを執行部にぶつけるということでお

願いしておきたいと思います。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 私からお礼を申し上げたいと思

います。

〔委員長挨拶〕

〔廣瀬企画振興部長挨拶〕

〔退職予定者挨拶〕

麻生委員長 それでは、以上をもちまして企

画振興部関係の審査を終わります。

執行部の皆さんは、お疲れさまでした。

〔企画振興部退室、総務部入室〕

麻生委員長 これより総務部関係の審査に入

ります。

まず、第１号議案平成２９年度大分県一般

会計予算のうち本委員会関係部分について、

執行部の説明を求めます。

島田総務部長 第１号議案平成２９年度大分

県一般会計予算のうち、総務部関係部分につ

いて御説明申し上げます。

歳入全般につきましては、去る３月１４日

の予算特別委員会において説明いたしました

ので、本日は省略させていただきます。

それでは、総務部関係の歳出予算について

説明をいたします。平成２９年度総務部予算

概要の２ページをお開きください。

上の表の左から２列目の予算額欄を御覧く

ださい。上から３つ目、総務部の計欄にあり

ますように、１,５４８億８０万３千円を計

上しています。同じ行の右端にありますとお
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り、前年度対比としましては、額として９６

億１，１４３万９千円、率としては５．８％

の減となります。

主な新規事業等につきましては、予算特別

委員会で説明しましたので、その他の事業に

ついて、予算概要の順に沿って、説明いたし

ます。

１２ページをお開きください。

事業名欄の上から２つ目、県有財産総合経

営推進事業費６，３６６万円は、県有財産総

合経営計画に基づく未利用地等の利活用によ

る歳入確保やＰＦＩ導入の推進を図るもので

す。

次に３０ページをお開きください。

事業名欄一番上、新公会計システム開発事

業費１，１８４万８千円は、平成２８年度決

算から、国が示す新公会計基準に基づいた財

務諸表を作成するため、財務会計システムの

改修等を行うものです。

次に、５７ページをお開きください。

事業名欄の地方自治振興事業費４億９，６

４２万７千円は、大分県市町村振興協会が行

う市町村への貸付事業の原資などとするため、

市町村振興宝くじ――サマージャンボ、オー

タムジャンボですが、この宝くじの収益金を

財源とし、財団に対し交付するものです。

以上で、総務部関係の一般会計予算の説明

を終わります。

なお、税関係ですが、地方税法及び航空機

燃料譲与税法の一部を改正する法律案が、現

在開会中の国会に提出されております。この

法律案が可決・成立した場合、本年４月１日

から施行される規定がありますことから、当

該部分に関係する大分県税条例を専決処分に

より改正させていただきたいと考えておりま

す。詳細については、後ほど、税務課長から

御説明いたします。

また、２８年度一般会計予算につきまして、

歳入では、地方交付税や県債、歳出では、退

職手当の確定などを踏まえ、必要に応じて、

３月末に補正の専決処分をさせていただくこ

ととなりますので、この点も併せて、御承知

おきいただきますようお願いいたします。

以上でございます。

麻生委員長 以上で説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。

木田委員 予算概要の２４ページですが、職

員厚生費の健康診断ですね。こちらの職員さ

んの健康診断の診断項目ですね、どのように

されているか。県庁の方はひょっとして施設

健診でなく巡回健診で対応されているのかな

というふうに思うんですけれども、どういっ

た健診を、通常年１回しなくちゃいけない健

康診断、どういった健診をされているか。

藤原人事課長 定期健康診断につきましては、

大分県地域成人病検診センターに委託をして

おりまして、健診項目につきましては、基本

的には標準的な項目を全てそろえているとい

うことでございます。

木田委員 巡回検診ですよね。こちらに来て、

あと、庁舎の中、どこかの部屋も使いながら

ということで、巡回健診をされていると思う

んですけれども、施設健診が審査項目が細か

く詳しく、医師の面談もあったりというとこ

ろもございますので、安全衛生委員会で議論

しなくちゃならんと思うんですけれども、や

っぱりゆっくり健診時間をとってじっくり見

てもらうというような健康診断体制というの

を議論をしていただいた方がよろしいんじゃ

ないかなというのがございまして。

藤原人事課長 大部分の職員は巡回による大

分県地域成人病検診センターの健診になるん

ですが、節目節目の健診というのがございま

す。５０歳なり。そういった節目の健診のと

きには、成人病検診センターに受診に行って

細かな健診を含めて受診するような体制をと

っております。

木田委員 実は私も前の職場がそういった形

で対応していたんですが、やっぱり年に１回

かなり細かく見ないとというのがあって、も

う施設健診を基本にしたんですね。

やっぱりこの間、ある二人の別の方にお会

いしたんですが、一人は胃がんで現職で５８

歳ぐらいで、残念ながら見付かるのがちょっ
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と手遅れで駄目だろうということと、もう一

人は、やっぱり細かい腹部エコーも毎年施設

健診でありますから、それでがんが早く見つ

かって、何とかことし定年退職を迎えるとい

うようなこともあって、細かく毎年しないと、

早期発見というのはやっぱり難しいのかなと

いうのはよくよく感じますし、施設健診はい

ろんな医療、一般の民間病院も使うわけです

ね。そうすると、やっぱり医師の面談も受け

て、かなり細かいメタボの指導もされますの

で、私もそこへ行って１５キロ１年で痩せた

ことがあるんですけれども、そのくらい引っ

張りだこで、結構競争するわけですね。もっ

と健診を充実しろというようなことを。そう

いう工夫もあるんですが、そういう検討を安

全衛生委員会とかで１回議論していただいた

方が、職員の健康保持のためにいいんじゃな

いかなと思うんです。

麻生委員長 要望でいいですか。

木田委員 考えがあれば。

藤原人事課長 先ほど言った健診以外に、希

望によるがん検診辺りも項目としてはそろえ

ておりますので、今委員から御意見のあった

分につきまして、そこも含めて安全衛生委員

会等で議論させていただきたいと思います。

戸高委員 通常、人間ドックとかに行く場合

に健康保険組合の補助制度というのがあるん

ではないですか。要するに、６万円まで出る

とか５万円まで出るとか。国家公務員とかだ

ったらありますよね。そういう共済組合の何

か、１年に１回かなんか、ないですかね。何

万円まで補助するとか。そういうのはないで

すか、健康保険組合等がやっている制度とし

て。

塩月給与厚生監 共済と県と一緒になってや

っている形をとっているので、おっしゃられ

るような現金が動くような形になっていない

んだろうと思います。

麻生委員長 後ほど調べて報告してください。

島田総務部長 民間の事業者とかで、それぞ

れが受けてきて、その領収書を持ってきて補

助金が出るという仕組みがあるケースがある

と思うんですけれども、県の場合は大きい事

業所でもありますので、ここのドックに受け

れば基本的に自己負担は何年に一度は要りま

せんとか、そういうやり方でやっています。

国家公務員も、毎年ではなかったように記

憶していますが、何年かに一度そういうドッ

グを受けられて、個人的な印象ですけれども、

大分県のほうが手厚いように感じます。

桑原委員 予算概要の１３ページ、知事公舎

建て替え事業なんですけれども、これは、建

て替えに関して県民の意見を聞くプロセスが

あるのかないのか教えてください。

牧県有財産経営室長 知事公舎の設置につき

ましては、２９、３０年度の２箇年かけて建

て替えを行うということでございます。今回

の知事公舎につきましては、県の最高責任者

である知事がお住まいになる公舎ということ

で、県の執行部としても必要であるというこ

とでありますので、特に県民からの意見の聴

取とかはございませんが、県として是非とも

必要であるということを考えて、今回、予算

は上げさせていただいております。

桑原委員 全国の状況で頂いた資料を見ると、

保有している県が自治体は３０、廃止したと

ころは１７。近年、財政改革の観点から廃止

するという動きを聞くんですね。だから、そ

ういう観点もありますので、これは県民の意

見を全然聞かなくていいのかなってすごく疑

問に思っています。そこについて、もう一回、

同じ答弁になるのかもしれませんけれども、

お聞きします。

そして、関連ですけれども、これ、どこの

所管なのか分からないですけれども、頂いた

資料の中で、知事の居住部分の家賃を徴収し

ているか徴収していないかというので、公舎

と、職員住宅に住まわれている方もいますね。

それで、借り上げ住宅の方もいて、その全部

で３７あるうち徴収しているのが３２で、徴

収していないのが大分県を含めて５というこ

となんですけれども、これ、室長が持ってこ

られたときに、新しくしたら徴収するような

お話しされていたんですけれども、その確認。
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そのときに、今は古いから取らない、新し

くなったら取るみたいなことを言ったんです

けれども、そういう認識でいいのか教えてく

ださい。

牧県有財産経営室長 知事公社の全国の状況

でございますけれども、知事公舎として専属

で持っているのが３０道府県あります。そし

て、廃止１７県のうち職員住宅とか、又は借

り上げ住宅として使っているのが７県ほどご

ざいまして、全部で全国の４７の都道府県の

うち３７の道府県が知事公舎を持っておりま

す。

県民の意見についてでございますけれども、

今回、予算を計上させていただきまして、議

会の承認を得ることによりまして、県民の意

見を聞いたということにしたいというふうに

私は考えております。

次の知事公舎の家賃、居住部分についての

家賃についてでございますけれども、現在、

大分県を入れまして、５つの県が家賃につい

ては無償という扱いにしております。本来、

大分県の場合につきましては、先ほど言いま

したとおり、知事は県の最高責任者でありま

して、また、土曜、日曜、また、夜間等も全

て県の執務をとらないといけないということ

で、県としましては、是非近くに住んでいた

だきたいということで考えておりまして、半

強制的みたいな形で知事公舎に住んでいただ

いておりますので、本県としては、今、免除

ということで考えております。

以上でございます。

桑原委員 じゃ、この前資料を頂いたときの

は僕の聞き間違いだったということですね。

古いから取らない、新しくなったら取る。じ

ゃ、新しくなったら取ると言われていたのも、

あれも僕の聞き間違いですか。

牧県有財産経営室長 老朽化しているという

こともありますけれども、新しくなったとき

にも、検討はすべきだろうということで答え

ていると思います。

桑原委員 議会の承認で県民の意見というの

は、まあ私、これ１件のために反対しません

けれども、今後の活動でちょっと県民の意見

を聞いていきたいと思います。

以上です。結構です。

麻生委員長 ほかに御質疑もないようであり

ますので、これより企画振興部関係部分及び

各局関係部分を含め、採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

麻生委員長 御異議がないので、本案は原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、第２号議案平成２９年度大分県公債

管理特別会計予算について、執行部の説明を

求めます。

大友財政課長 第２号議案平成２９年度大分

県公債管理特別会計予算について、御説明申

し上げます。お手元の平成２９年度予算に関

する説明書の５３１ページをお開き願います。

この特別会計は、公債費の一元管理による

経理の明確化という観点と、昨今多く発行し

ている借換債、これの発行を特別会計に寄せ

ることによって、その増減が一般会計側の歳

出、公債費の増減によって、いろんな形で伸

び率が変わるといったことを押さえるという

目的で平成１７年度に設置したもので、その

財源は、一般会計及び減債基金からの繰入金、

それと県債、これは借換債になります。

予算額は、総括表の左から２列目にありま

すように、１，３１３億３，５７７万５千円

で、前年度と比較しますと１２５億３，３４

９万１千円の増となっています。

これは、次の５３２ページの歳入の下から

２つ目、第２項第１目県債の借換債が４６４

億８，８００万円と前年度より１２６億２，

２００万円の増となったことが主な要因であ

ります。

同じく、歳入について、中ほどの第２目基

金繰入金６６億円が前年に比べて３３億円の

増となります。これは市場公募債を満期一括

償還ということで借りているので、１０年を

迎えることから、その額を取り崩して償還に

当てるものです。
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次に、５３３ページを御覧ください。

歳出ですが、表の上から３番目の第１目元

金１，２０８億３，１７１万９千円について

は、１３２億３，５８３万３千円の増となっ

ています。

この主な要因は、借換債が１２６億２，２

００万円増加したことが主な要因であります。

そのほか公債管理の一元管理ということで、

福祉保健企画課の災害援護資金であったり、

農業関係の就農支援資金、土木の貸付金分等

も併せて、特別会計で一括して償還整理する

ようにしています。

その下の第２目利子については、増減額の

欄で７億３，９６４万３千円の減となってい

ます。昨今の低金利の影響を反映して減額と

なっています。

麻生委員長 以上で説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 別に御質疑もないようでありま

すので、これより採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

麻生委員長 御異議がないので、本案は原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、第１６号議案包括外部監査契約の締

結について、執行部の説明を求めます。

浦辺行政企画課長 第１６号議案包括外部監

査契約の締結について御説明いたします。議

案書は１９４ページですが、総務企画委員会

説明資料の１ページで御説明いたします。

まず、１の議案の概要を御覧ください。

平成２９年度の包括外部監査契約の締結に

あたり、地方自治法の規定に基づき、議決を

お願いするものです。

２の契約の概要の（２）にありますように、

契約始期を４月１日として、（３）契約額は、

１，２３１万２千円を上限とする額とし、

（４）の契約の相手方を２８年度に引き続き、

公認会計士の小川芳嗣氏にお願いしたいとい

うものです。

３にありますように、あらかじめ聞く必要

のあります監査委員の意見については、異存

ない旨の意見をいただいております。

なお、平成２８年度の包括外部監査は、一

番下にありますように、健康・医療・高齢者

福祉行政に係る事業についてというテーマで

実施され、明日、結果報告書を提出いただく

ことになっております。

麻生委員長 以上で説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 別に御質疑もないようでありま

すので、これより採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

麻生委員長 御異議がないので、本案は原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、第１７号議案職員の休日休暇及び勤

務時間等に関する条例等の一部改正について

及び第１８号議案職員の育児休業等に関する

条例等の一部改正については、関連がありま

すので、一括して審査を行います。

なお、第１７号議案については、福祉保健

生活環境委員会、商工労働企業委員会及び文

教警察委員会にも関係がありますので、合議

を行っております。

それでは、執行部の説明を求めます。

藤原人事課長 第１７号議案と第１８号議案

は関連がございますので、一括して御説明申

し上げます。

まず、第１７号議案職員の休日休暇及び勤

務時間等に関する条例等の一部改正について

でございます。

議案書は１９５ページですが、説明資料の

２ページで御説明させていただきます。

まず、１の改正趣旨でございますが、昨年

１２月に民間労働法制や国家公務員の取扱い

に準じて、職員が働きながら育児や介護がし

やすい環境を整備することを目的とした地方

公務員育児休業法と育児・介護休業法が改正

されたことに伴い、所要の改正をお願いする
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ものでございます。

具体的な内容を２の改正概要にお示しして

おります。

主なものとして、介護関係では、①の連続

する６月の期間内で取得できる介護休暇につ

いて、分割取得ニーズが高いことや、複数回、

介護体制の見直しが必要となることが想定さ

れる等の理由から、通算６月の範囲内で３回

まで分割して取得することができるようにし

たいというものです。また、②では、連続す

る３年の期間内において、１日につき２時間

の範囲内で勤務しないことができる介護時間

を新たに設けたいというものでございます。

なお、介護休暇、介護時間ともに給与上の

取扱いは無給としております。

続いて、育児関係については、説明資料の

３ページになります。

現行、育児休業等の対象となる子の範囲は、

法律上の親子関係にある実子又は養子に限定

されておりますが、今回の法改正で特別養子

縁組の成立に向けた監護期間中の子と養子縁

組里親に委託されている子を対象にできるこ

ととされました。これに加えて、条例委任事

項として実親の同意が得られないために養子

縁組里親としてではなく養育里親として委託

を受けている子についても対象にしたいとい

うものであります。

今回の改正に伴い、３の関係条例の整備に

ありますとおり、学校職員の勤務時間条例等

も同様の改正を行うこととし、これらの改正

事項を、本年４月から施行したいというもの

でございます。

続いて、第１８号議案職員の育児休業等に

関する条例等の一部改正については、議案書

の２０２ページ、説明資料は４ページでござ

います。

まず、本条例案の改正趣旨でございますが、

地方公務員は地方公務員法の定めるところに

より、特別職と一般職に分類されております

が、本県を含め多くの地方自治体では、非常

勤職員を特別職として任用している実態がご

ざいます。しかしながら、本来、特別職は、

専門性が高く、公務に参画する労働性が低い

職に限定すべきであります。したがって大部

分の非常勤職員は、地方公務員法が適用され

る一般職として任用することが適切でありま

す。そのため今回、専門性の高い一部を除く

――顧問弁護士、産業医等でありますが、こ

ういった一部を除く非常勤職員を一般職とし

て任用することに改め、育児休業の導入など

勤務労働環境の整備を行うこととしています。

２の改正概要でありますが、非常勤職員に

育児休業等を導入するに当たっては、育児休

業条例において、取得できる職員の範囲等を

定める必要があることから、具体的には①の

育児休業の場合、在職期間が１年以上ある者

には、子が１歳に到達する日まで育児休業を

認めるというものです。

また、任用根拠の見直しに伴い、一般職の

非常勤職員に支給する旅費や通勤に要する費

用弁償の支給根拠を整備する必要があること

から、旅費条例と給与条例を併せて改正した

いというものであります。

御審議のほど、よろしくお願いいたします。

麻生委員長 以上で説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 別に御質疑もないようでありま

すので質疑はこれで終わりますが、第１７号

議案の合議結果が届いていませんので、採決

を保留し、第１８号議案の採決を行います。

第１８号議案は、原案のとおり可決すべき

ものと決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

麻生委員長 御異議がないので、第１８号議

案は、原案のとおり可決すべきものと決定い

たしました。

次に、第１９号議案大分県使用料及び手数

料条例の一部改正について、審査を行います。

本案については、福祉保健生活環境委員会、

商工労働企業委員会、農林水産委員会及び土

木建築委員会にも関係がありますので、合議

を行っております。

それでは、執行部の説明を求めます。
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大友財政課長 第１９号議案大分県使用料及

び手数料条例の一部改正についてです。議案

書は２０６ページですが、総務企画委員会資

料で説明させていただきます。資料の５ペー

ジをお開きください。

今回の改正は、１の基本的な考え方のとお

り法令の改正等に伴う手数料の新設・改定が

３件、条例内で引用している法令の改正に伴

う字句の改正等が６件で、併せて９件の改正

を行うものです。

そのうち、手数料を新設・改定する３つの

項目・事務について説明します。

まず、①の狩猟免許関係事務です。長期総

合計画の目標指標である有害鳥獣による農林

水産業被害額１．５億円以下の達成に向け、

有害鳥獣捕獲に従事する狩猟者の確保を図る

ため、平成３６年度までの間、狩猟免許申請

手数料等を徴収しないこととするものです。

具体的には、その下の表にありますとおり、

狩猟関係事務のうち、有効期間が３年であり

ます狩猟免許申請の手数料、一部免除を含め

てこちらを徴収しないこととします。

併せてその下にあります狩猟免許更新申請

手数料については、有害捕獲に従事する者に

ついて徴収しないこと、その下の狩猟者登録

手数料については、新規の取得あるいは有害

捕獲に従事する場合の更新分について徴収し

ないということにしたいというものです。

減収見込額については、昨年度等の申請者

を勘案して、１，０９０万３千円を見込んで

います。

次に、②の建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律関係事務ですが、省エネ対

策の強化を目的に同法が制定され、一定規模

以上の非住宅――２千平米以上となりますが、

そういった非住宅の新築・増改築する際に、

法に基づく省エネ基準への適合が義務化され

ています。その適合判定をするための審査に

係る手数料を新たに設定するものです。

手数料の額は、国が示す標準処理時間を基

に設定した金額です。

三つ目は、６ページの③技能検定試験関係

事務です。法律に基づいて県が年２回実施し

ている１１２の職種の技能検定試験の実技試

験について、国の日本一を競う活躍プランの

中にうたわれていますように、若手技能者の

育成を図ることを目的に国庫補助制度が創設

されました。その中で新たに３５歳未満の者

を対象に減額できることとなったことから、

２級、３級に係る実技試験手数料をそれぞれ

９千円減額するものです。

減収見込額として、６２１万円を予定して

いますが、この分については、全額国庫によ

り補填されます。

今回の改正に伴う収入見込額ですが、１，

７１１万３千円の減収となります。

最後に、条例の施行日については、③の技

能検定試験関係事務は、後期の試験からとい

うことで、１０月からの施行を予定しており、

残りについて、平成２９年４月１日で行いた

いと思っています。

説明は以上です。御審議のほどよろしくお

願いします。

麻生委員長 以上で説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 別に御質疑もないようでありま

すので、これより採決いたします。

本案については、福祉保健生活環境委員会、

商工労働企業委員会、農林水産委員会及び土

木建築委員会に合議をいたしました結果、い

ずれの委員会からも原案のとおり可決すべき

との回答がありましたことを申し添えます。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

麻生委員長 御異議がないので、本案は原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、第２０号議案大分県税条例等の一部

改正について、執行部の説明を求めます。

安部税務課長 お手元の資料の７ページをお

開き願います。議案書は２１１ページですが、

お手元の資料により説明させていただきます。

消費税率１０％への引上げ延期を規定する
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本的な改革を行うための地方税法及び地方交

付税法の一部を改正する法律等の一部を改正

する法律が平成２８年１１月２８日に施行さ

れたことに伴い、大分県税条例等の一部を改

正するものです。

主な改正内容については、１については、

地方消費税の税率を１．７％から２．２％に

引き上げる改正について、施行期日を３１年

１０月１日に延期するものです。

２及び３は、いずれも消費税率１０％への

引上げに併せて行うものとして、昨年の第２

回定例会に提案し、２９年４月１日から施行

することとしていましたが、同様に施行期日

を２年半延期するものです。

２については、地域間の税源の偏在を是正

するため、左側の図は、法人県民税の一部を

国税化し、地方交付税として交付する制度を

さらに拡大するため、法人県民税の税率を引

き下げるものです。また右側の図は、暫定措

置である地方法人特別税の廃止に伴い法人事

業税の税率を引き上げるものです。

次の３の車体課税の見直しは、自動車取得

税を廃止し、自動車税に環境性能割を創設す

るものです。

最後の４のその他でございますが、現在、

学校教育法に基づく学校が所有する通学用バ

スについては、教育の用に供するという観点

から、自動車税の減免を行っていますが、同

趣旨から、幼保連携型認定こども園が所有す

る通学用バスについても減免の対象に加える

ものです。

施行期日は、公布の日としております。

以上でございます。

麻生委員長 以上で説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 別に御質疑もないようでありま

すので、これより採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

麻生委員長 御異議がないので、本案は原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、執行部から報告の申し出があります

ので、これを許します。

安部税務課長 お手元の資料の８ページをお

開き願います。現在国会に提出されている地

方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正

する法律案が可決成立した場合は、本年４月

１日から施行される規定があることから大分

県税条例の関係する部分について、専決処分

により改正を行うものです。

改正内容ですが、エコカー減税等の見直し

であります。

自動車税及び自動車取得税においては、よ

り燃費性能等の優れた自動車の普及を促進す

る観点から、燃費性能に応じて税率の軽減措

置を設けています。

２９年度税制改正では、軽減の対象範囲を

平成３２年度燃費基準の下で見直し、政策イ

ンセンティブ機能を強化した上で、２年間延

長することとされています。

今回の専決処分では、このうち２９年４月

１日施行となる部分――図の太枠部分ですが、

この部分について改正を行うこととしていま

す。

なお、これ以外の改正事項につきましては、

改めて第２回定例会において御審議をいただ

く予定としております。

以上でございます。

麻生委員長 ただいまの報告について、御質

疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 別に御質疑等もないようであり

ますので、これで諸般の報告を終わります。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 それでは私からお礼を申し上げ

ます。

〔委員長挨拶〕

〔島田総務部長挨拶〕

〔退職予定者挨拶〕

麻生委員長 それでは、以上をもちまして総
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務部関係の審査を終わります。

執行部の皆さんは、お疲れさまでした。

〔総務部退室〕

麻生委員長 先ほど保留しておりました第１

７号議案職員の休日休暇及び勤務時間等に関

する条例等の一部改正について、これより採

決いたします。

なお、第１７号議案については、福祉保健

生活環境委員会、商工労働委員会及び文教警

察委員会に関係がありますので、合議をいた

しました結果、原案のとおり可決すべきとの

回答がありましたことを申し添えます。

第１７号議案は、原案のとおり可決すべき

ものと決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

麻生委員長 御異議がないので、第１７号議

案は、原案のとおり可決すべきものと決定い

たしました。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

麻生委員長 別にないようでありますので、

私からひとこと御挨拶を申し上げます。

〔委員長挨拶〕

麻生委員長 これをもって、本日の委員会を

終わります。


